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別記１９ 危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所に貯蔵
する場合の運用基準               （H10.3.27消防危36号通知） 

 

１ 基本事項 

（１）屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所において危険物を貯蔵する場合は、政令第26条第1項第2号又は第11号の規

定により、規則第39条の3に定めるところにより容器に収納して貯蔵することとされているところである

が、次の第2項又は第3項に示す方法により危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所

に貯蔵する場合は、タンクコンテナの構造的安全性等に鑑み火災の予防上安全であると認め、規則第39条

の3第1項柱書き後段により当該貯蔵が認められるものであること。 

（２）屋内貯蔵所又は屋外貯蔵所において危険物を収納して貯蔵することができるタンクコンテナは、政令第15

条第2項に規定する積載式移動タンク貯蔵所の基準のうち構造及び設備の技術上の基準に適合する移動貯蔵

タンク及び別記31国際輸送用積載式移動タンク貯蔵所の取扱いに関する運用基準」に示す国際輸送用積載

式移動タンク貯蔵所に積載するタンクコンテナとすること。 

２ 危険物をタンクコンテナに収納して屋内貯蔵所に貯蔵する場合の位置、構造及び設備の基準 

（１）アルキルアルミニウム等以外の危険物の場合 

アルキルアルミニウム等（規則第6条の2の8に規定する「アルキルアルミニウム等」をいう。以下同じ。）

以外の危険物（規則第16条の3に規定する「指定過酸化物」を除く。以下同じ。）をタンクコンテナに収

納して貯蔵する場合の当該屋内貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準、消火設備の技術上の基準並び

に警報設備の技術上の基準は、政令第10条（第6項を除く。）、第20条及び第21条の規定の例によるこ

と。 

（２）アルキルアルミニウム等の場合 

タンクコンテナに収納したアルキルアルミニウム等を貯蔵する屋内貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上

の基準、消火設備の技術上の基準並びに警報設備の技術上の基準は、政令第10条第1項（第8号及び第11

号の2を除く。）、第6項、第20条（第1項第1号を除く。）及び第21条の規定の例によるほか､アルキ

ルアルミニウム等の火災危険性及び適切な消火方法に鑑み、次によること（別図参照）。 

ア 貯蔵倉庫の出入口には特定防火設備を設け、外壁には窓を設けないこと。 

なお、延焼のおそれのある外壁に設ける出入口には、随時開けることができる自動閉鎖の特定防火設備

を設けること。 

イ アルキルアルミニウム等を収納したタンクコンテナは、架台を設けず直接床に置くこと。 

ウ 規則第16条の6第2項に定める漏えい範囲を局限化するための設備及び漏れたアルキルアルミニウム

等を安全な場所に設けられた槽に導入することができる設備は次によること。 

（ア）槽は雨水等の浸入しない構造とし、貯蔵倉庫から槽までは暗きょで接続すること。 

（イ）槽の容量は、容量が最大となるタンクコンテナの容量以上とすること。 

（ウ）槽は出入口に面する場所以外の安全な場所に設けるとともに、槽の周囲には当該貯蔵倉庫が保有する

こととされる幅の空地を確保すること。 

ただし、槽と貯蔵倉庫を隣接して設置する場合の槽と貯蔵倉庫の空地については、この限りでない。 

（エ）貯蔵倉庫の床には傾斜をつけ、漏れたアルキルアルミニウム等を槽に導くための溝を設けること。 

エ タンクコンテナに収納したアルキルアルミニウム等を貯蔵する屋内貯蔵所で規則第33条第1項に該当

するものにあっては、規則第33条第2項の規定にかかわらず、炭酸水素塩類等の消火粉末を放射する第4

種の消火設備をその放射能力範囲が槽及び危険物を包含するように設けるとともに、以下の所要単位の数

値に達する能力単位の数値の第5種の消火設備を設けること。 

（ア）指定数量の倍数が最大となる一のタンクコンテナに収納した危険物の所要単位の数値 
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（イ）当該貯蔵所の建築物としての所要単位の数値 

 

アルキルアルミニウム等をタンクコンテナに収納して貯蔵する屋内貯蔵所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 危険物をタンクコンテナに収納して屋外貯蔵所に貯蔵する場合の位置、構造及び設備に係る基準 

危険物（政令第2条第1項第7号に定める危険物に限る。以下同じ。）をタンクコンテナに収納して屋外貯

蔵所に貯蔵する場合の当該屋外貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準、消火設備の技術上の基準並びに

警報設備の技術上の基準は、政令第16条（第1項第4号及び第2項を除く。）、第20条及び第21条の規定

の例によること。 

ただし、政令第16条第1項第3号のさく等の周囲に保有することとされる空地については、政令第23条を

適用し、次に掲げる貯蔵形態に応じ各表に定める幅の空地とすることができること。 

（１）高引火点危険物のみを貯蔵する場合 

次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。 

区      分 空 地 の 幅 

指定数量の倍数が200以下の屋外貯蔵所 3メートル以上 

指定数量の倍数が200を超える屋外貯蔵所 5メートル以上 

（２）(1)以外の場合 

次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の空地を保有すること。 

区      分 空 地 の 幅 

指定数量の倍数が50以下の屋外貯蔵所 3メートル以上 

指定数量の倍数が50を超え200以下の屋外貯蔵所 6メートル以上 

指定数量の倍数が200を超える屋外貯蔵所 10メートル以上 

（３）タンクコンテナに収納した危険物と容器に収納した危険物を同一の貯蔵所において貯蔵する場合はタンク

コンテナに収納した危険物の倍数に応じ(1)若しくは(2)の規定により必要とされる幅の空地又は容器に収

納した危険物の倍数に応じ政令第16条第1項第4号若しくは規則第24条の12第2項第2号の規定により

必要とされる幅の空地のいずれか大なるものを保有すること。 
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